
1茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務効率化 1-(1)-③税・保険料等の督促状発行期限の延長

◎課題
・督促状の発送日が納期限の２０日以内であり、発送日に合わせて未納データ全件分の督促状を作成・
封入し、発送日直前まで引き抜き作業をしている

・督促状発送～到達の間に納付した市民から問い合わせ対応がある

納期限 督促状発送
２０日

督促状準備督促状準備

督促状発送
３０日

【効果】
督促状作成コスト減（年間約100万円）
・作成・封入作業
・引抜作業

払い忘れの期限後納付
⇒問い合わせ対応減

令和5年度第３回茅ヶ崎市行政改革推進委員会
資料3



2茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務効率化

◎課題
・物品の借入についての契約締結時、耐用年数が５年を超えるものについても契約期間が５年以内に
制限され、耐用年数までの使用契約が締結できない

地方自治法施行令
（長期継続契約を締結することができる契約）
第百六十七条の十七 地方自治法第二百三十四条の三に規定する政令で定める契約は、翌年度以降にわた
り物品を借り入れ又は役務の提供を受ける契約で、その契約の性質上翌年度以降にわたり契約を締結しな
ければ当該契約に係る事務の取扱いに支障を及ぼすようなもののうち、条例で定めるものとする。

機器Ｘ
耐用年数７年

５年

５年契約①

機器更新

５年契約②

機器Ｘ
耐用年数７年

７年

７年契約①

７年契約②

５年

【効果】
・耐用年数に応じた柔軟な契約が可能になる
ことで、契約作業時間減

・契約期間の長期化に伴う契約金額縮減可能性
・長期的に安定したサービスが提供されること
による一層の市民サービス向上

7年

機器更新

1-(1)-④長期継続契約を締結することができる契約の整理・拡充（契約方法の見直し）



3茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務効率化 1-(1)-⑤会計年度任用職員関係事務の集約化

◎課題
・会計年度任用職員の労務管理等にかかる事務は、各課が自課採用職員分を個別に行っているため
事務が重複しており非効率

・支払い事務に関して任用課で毎月の伝票起票処理、会計課で伝票ごとに人事給与システムと伝票
起票内容の突合せを実施している

【効果】
・任用課での毎月財務伝票を起票する事務の軽減
・会計課の審査事務負担軽減
・削減作業時間（試算）約1,190時間
・削減人件費 （試算）約265万円

任用各課

審査担当課

財務
伝票 財務

伝票

財務
伝票

財務伝票ごとに審査

職員課

勤務データを基に一括
して財務伝票起票

会計課

集約した伝票のみ審査

今回追加



4茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務効率化 1-(1)-⑦郵便事務のあり方の見直し

◎課題
・従来は郵便局が本庁舎に郵便物の集荷に来ていたが、集荷がなくなったため本庁舎への集約メリット
が少なくなった

・郵便物を本庁舎に集約して発送するため、出先機関から直接発送する場合と比べて発送業務に時間
を要する

本庁舎

支所

出張所

公民館

②集荷・
郵送

本庁舎

支所

出張所

公民館

①郵送
①郵送

①郵送

【効果】
・郵便物が相手先に届くまでの期間短縮
・出先機関職員の本庁舎への持込コスト減

相手先
相手先

①持込

①持込

①持込



5茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務効率化 1-(2)-①公金収納キャッシュレス化の推進

◎課題
・取扱金融機関が減少している中、ほかの納付場所がない納付書は利便性が低く、紙処理を行う金融
機関・市の負担も大きい

・金融機関窓口での納付に支払手数料負担が必要になる

【効果】
・納付方法が拡大することによる利便性向上
・紙処理のためのOCR委託費等の削減
・金融機関窓口での納付書取扱手数料の負担軽減

取扱
停止

金融機関でしか
払えないのは大変…

今回追加



6茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務効率化 1-(2)-②口座振替WEB受付システムの導入

◎課題
・金融機関窓口の営業時間内にしか手続きできず、口座振替を真に必要とする多忙な納付義務者に
とって負担の大きい手続きとなっている

【効果】
・口座振込申込の利便性向上
・紙の口座振替申込書の処理負担軽減
・口座振替件数の増加による、公金
納付書発行や処理負担の軽減

平日日中に
行くのは大変…

紙処理に時間
がかかる

口座振替書

自宅で完結

届出印
どれだろう…？

市役所

今回追加



7茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務効率化 1-(2)-⑤窓口サービス提供体制の見直し（書かない窓口の導入）

◎課題
・手続を行う課ごとに、都度、氏名や住所等同じことを何度も記入する手間と時間がかかる
・来庁理由など同じ質問を複数の窓口でされることがあり、市民に負担が生じている
・複数の届け出を受け付けるため、職員が窓口対応できるようになるまでに時間がかかる

【効果】
・氏名、生年月日などを複数回記入する工程を
無くすことによる市民負担軽減

・窓口システムの利用により、職員のスキルに
依存せず届出受付可能

・ワンストップ窓口により市民の動線がシンプ
ルになることによる市民負担軽減

・また書くの…？
・さっきも説明したのに…

窓口での記入は
一度だけでOK

…

今回追加



8茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務効率化 1-(2)-⑦タブレットの活用（資料作成、現場活用等）

◎課題
・審査会業務では、大量の紙資料を事前に印刷して委員へ郵送しており、紙資源や印刷時間を要する
・訪問調査や現場確認業務では、事前に紙帳票を準備して現地へ行き、現地でメモした内容を庁舎に
戻ってからデータ入力している

タブレット活用例 ②現場訪問業務タブレット活用例 ①審査会業務

訪問・現場確認

メモ・紙帳票作成

役所

データ化
⇒

⇒
現場で入力 別の作業

【効果】
・手書き→データ化の作業時間減
・現場へ持参する紙帳票の準備時間減

データ送信 オンライン開催

⇒
【効果】
・紙資料の紙代・作業時間減
・出席者の紙資料持参の負担減
・審査会の会場準備作業時間減

会議室で開催資料印刷・郵送

⇒



9茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務効率化 1-(2)-⑪施設予約システムの改修、キャッシュレス決済対応

◎課題
・予約システムで仮予約した後に、本予約のため施設利用日前に施設へ行って利用料金を支払わなけ
ればならない

・支払いが現金のみのため、施設によっては利用者が高額現金を持参しなければならないリスクがある
・施設ごとに運用規定が異なるため、様々な施設を利用する人にとって分かりにくい

①システムで仮予約 ②事前に現地で
支払って本予約

①システムで
仮予約確認→本予約

②事前キャッシュレスor
当日利用施設で支払い

【効果】
・利用者の来訪負担減、利便性向上
・施設での対応業務減による職員対応時間の減



10茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務効率化 1-(2)-⑫AI-OCR導入

◎課題
・法令等により紙での申請が定められているものについて、申請内容を職員が各種システムに入力
する必要がある

窓口等で申請受付

【効果】
・職員の入力作業負担減
・入力ミス等による手戻りの削減
・入力作業の高速化

申請内容の入力
（デジタル化）

窓口等で申請受付

AI-OCRによる
自動入力

AI-OCRの入力結果確認

今回追加



11茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務改善 2-(1)-②AIチャットボットのあり方の見直し

◎課題
・あらかじめソフトに設定されている質問の範囲内で回答を行うものとなっているため、本市独自で
想定質問を構築できず、ＡＩが回答ができないことが生じている

【効果】
・現行ソフトの契約終了によるランニングコストの削減

今回追加



12茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務改革 2-(1)-⑤検査業務等の実態調査業務の一元管理及び手法の構築

◎課題
・各課の職員が訪問や調査等を行う際、課ごとに職員が現場を訪問・調査等しているため、同じ現場に
複数の職員が訪問・調査することがある

市役所

B課
居住実態調査

C課
雑草繁茂確認

A課
道路補修調査

A地区

B課
居住実態調査

C課
雑草繁茂確認

A課
道路補修調査

A地区

A地区の訪問・
調査一覧を確認

【効果】
・市全体での情報共有
・職員が複数の現場を確認することで、
移動時間・燃料費・他の職員の作業時間減

市役所



13茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務改革

◎課題
・庁内各課で同様の業務を各々同じ事業者に外部委託しており、契約書の作成など市・事業者双方に
とって事務負担が重複している

A課
〇×公園
除草業務

B課
×△公民館
下草除去業務

C課
△〇海岸

砂防林伐採業務

同様の業務なのに各課
と個別に契約締結する
のは負担…

事業者

市役所

契約
締結

除草・伐採業務…〇円
駐輪場管理業務…×円
施設管理業務……△円

・
・
・

【効果】
・契約事務の一元化による業務時間減
・契約相手方の事務負担減
・新たな民間活力の参入や契約金額の
縮減効果が見込める可能性

庁内全体で
事務の重複
が発生

事業者

2-(2)-①同様の業務における委託契約の一元化（共通した委託業務の包括委託化）



14茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 業務改善 2-(2)-④指定管理者制度の活用

◎課題
・指定管理者制度による管理運営のあり方を見直すタイミングとなっている
・茅ヶ崎市指定管理者選定等委員会からの指摘を受け、特定の施設の管理運営のあり方について検討
が必要

・指定管理者制度の導入により、効率的・効果的な管理運営が期待できる施設がある

【効果】
・施設運営における効率性の向上
・効果的な管理運営による経費削減
・効率的・効果的な運営による市民サービス向上

直営？ 指定管理？

今回追加



15

振込手数料
無料⇒有料

（最大120円）へ

①振込
依頼b円

茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 財政健全化 3-(1)-①振込案件の集約

◎課題
・令和６年１０月から公金振込についても振込手数料の負担が必要となり、支出の増加幅を抑える
ために可能な限り振込件数を圧縮する必要がある

A課 C課

事業者

金融機関①振込
依頼a円

①振込
依頼c円

②
振込×３回

振込コスト
0円⇒最大360円

①課内での圧縮対策：発注タイミングを集約

A課支出実績
●月 X社 a円
×月 X社 b円
□月 X社 c円

A課支出実績
□月 X社 (a+b+c)円
支出回数を３回⇒１回へ
※約2,000件の削減可能性

②市全体での圧縮対策：同じタイミングの各課振込を合算

A課
B課
C課

合算
(a+b+c)円B課 金融機関

金融機関への
振込依頼件数を
３件⇒１件へ

【参考】令和4年度実績
同月に1件以上振込実績のある債権者数：2,686者
上記債権者への振込伝票合計件数：15,858件

【効果②】
対策未実施時の振込手数料 15,858件×120円＝約190万円
対策実施時の振込手数料 2,686件×120円＝約 32万円

差額：約158万円/年間

【効果①】2,000件×120円＝24万円



16茅ヶ崎市行財政経営改善戦略

庁内連携型取組 財政健全化 3-(3)-①ネーミングライツの拡充

◎課題
・指定管理者制度導入施設のうち、非公募施設へのネーミングライツ導入にあたっての仕組みが
構築されていない

・ネーミングライツのイベント等への導入ができていない

【効果】
・ネーミングライツ対象施設/イベントの
増加による歳入増

公募施設

〇□公園

非公募施設

茅ヶ崎〇〇体育館

イベント

〇△ふれあい
フェスティバル

・・・

.etc

〇〇プール

今回追加


